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Ⅰ　開催概要

（１）　目　　的　

東京の国際化について都民や在住外国人、ＮＧＯ等の民間団体がそれぞれの立場から意見を

表明し、国際化の現状、問題点、解決の方向等について多角的な論議を行う場を設けることに

より、多文化共生社会を促進するとともに、国際化への認識を高める。

（２）　実施方法

　基調講演・パネルディスカッション

（３）　内　　容

熊本地震の実例を基に、災害への備え、支援活動の拠点、地域住民との協力のあり方、避難

所における対応、多文化共生の視点など、今後の防災対応につながる議論とする。

（４）　日　　時　　　平成２9 年２月 1 １日（土）１3：００～１６：００

（５）　場　　所　　　東京ウィメンズプラザ　渋谷区神宮前 5-53-67

（６）　定　　員　　　100 人

（７）　参 加 費　　　無　料

（８）　主　　催　　　東京都国際交流委員会　　国際交流・協力ＴＯＫＹＯ連絡会

（９）　共　　催　　　東京都　　日本国際連合協会東京都本部

（10）　後　　援　　　独立行政法人国際協力機構　一般財団法人自治体国際化協会
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Ⅱ　登壇者紹介

基調講演・コーディネーター
高橋　伸行氏・ 特別非営利活動法人多文化共生マネージャー全国協議会理事

・ 船橋市市長公室秘書課　国際交流室長

1989 年船橋市役所入所。2015 年より現職。2006 年に・( 一財 ) 自治体国際化協会から

多文化共生マネージャーとして認定を受ける。新潟県中越沖地震の際に、柏崎市の災害多言

語支援センターで外国人支援活動に参加。2009 年 3 月、ＮＰＯ法人多文化共生マネージャー

全国協議会の設立とともに理事に就任。船橋市における災害時外国人支援ボランティア研修

のファシリテートのほか、災害時の外国人支援ボランティア育成や外国人住民のための避難

所訓練などで講師やアドバイザーを務める。東日本大震災や熊本地震でも多言語支援センター

活動に参加。

パネリスト
八木　浩光氏・ 一般財団法人熊本市国際交流振興事業団　事務局長

民間の専門商社に勤務後、1997 年より当該事業団（地域国際化協会）へ勤務。多文化共

生分野では、ムスリム、フィリピン人、外国人妻、留学生等の在住外国人コミュニティとの

つながり構築を進める。在住フィリピン人への漢字教室や熊本県立大学で「日本語支援を必

要とする生活者としての外国人のための日本語教材」作成を指導。2010 年、2015 年に、「熊

本県内における生活者としての外国人への日本語教育に関する考察」を調査、発表。

若林　宣裕氏・ 一般財団法人自治体国際化協会　多文化共生課長

1997 年茨城県入庁。企画部企画課、企画部科学技術振興課、総務部人事課等で勤務し、

2016 年 4 月から（一財）自治体国際化協会多文化共生部多文化共生課長。異動後すぐに

熊本地震が発生し、地域国際化協会連絡協議会の事務局として災害時広域連携協定に基づく

支援の調整業務に携わる。現在は災害時在住外国人支援についての自治体・協会の制度整備

状況の調査を行っている。

藤井　美香氏・ 公益財団法人横浜市国際交流協会

民間企業および留学団体を経て、当協会に就職。横浜市国際学生会館（留学生宿舎）で施

設運営や交流事業に携わったのち、多文化共生業務に携わる。現在は、外国人相談窓口、日

本語学習支援、災害時対応事業などに従事している。熊本地震では熊本市国際交流会館に赴き、

（一財）熊本市国際交流振興事業団が運営する災害多言語支援センターでの多言語情報提供活

動に関わった。（一財）自治体国際化協会認定多文化共生マネージャー。

鶴木由美子氏・ 認定 NPO 法人難民支援協会（JAR）

認定 NPO 法人・難民支援協会・定住支援部・コミュニティ支援担当。慶應義塾大学教育学専

攻、カリフォルニア州立大学大学院ノースリッジ校にてコミュニケーション学修士課程修了。

移民の子どもたちの教育的・経済的支援をする団体でのインターンなども経験。児童福祉業

界の人材支援・経営支援を行うソーシャルベンチャーでの勤務を経て現職。外務省 NGO 相

談員 (2014・2015 年度 )。国際協力 NGO・の将来を背負っていくと期待される個人に授与

されるアーユス NGO 新人賞 ( 第 3 回 ) 受賞。
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Ⅲ　実施概要

コーディネーターによる基調講演

「災害時の外国人支援　～災害多言語支援センターでの支援～」

高橋　伸行 氏（（特活）多文化共生マネージャー全国協議会理事／船橋市市長室秘書課国際交流室室長）

今日のメンバーは全員熊本の現場に行って支援

活動に携わった。各々の活動報告後のパネルディ

スカッションでは、忌憚のないご意見やご質問を

いただければ幸いである。最初に私からは、災害

活動支援センターでの活動内容や、どのような考

え方に基づいて災害時の外国人支援にあたるのか、

といった話をしたいと思う。

阪神大震災での外国人の状況
はんしん だいしんさい がいこくじん じょうきょう

第1位 第2位 第3位

1月22日～ 安　否 住　居 入　管

1月29日～ 住　居 安　否 労　働

2月5日～ 住　居 労　働 補償金

2月12日～ 住　居 補償金 労　働

2月19日～ 補償金 住　居 労　働

2月26日～ 労　働 補償金 住　居

3月6日～ 労　働 補償金 住　居

3月12日～ 補償金 住　居 労　働

3月19日～ 補償金 住　居 労　働

3月27日～ 補償金 労　働 入　管

外国人地震情報センター相談件数

阪神淡路大震災での外国人の相談内容の総数と相談分野

まず、阪神淡路大震災の話から始めたい。発災

から２０年以上が経ち、今の高校生は当時のこと

を全く知らない。上の表は、阪神淡路大震災の時に、

外国人地震情報センターというボランティア団体

が受け付けた電話相談内容について、発災した１

月１７日から１週間ごとに類型化したものである。

最初の１週間は「安否確認」が最も多かった。そ

れから１ヶ月後ぐらいまでは、「家屋倒壊や火災な

どによって住む場所を失ってしまった」というよ

うな「住まい」の相談が多く寄せられた。さらに

１ヶ月が経つと、「保証金」の問題が出てきた。赤

十字による第１次の義援金分配が行われるのが約

１ヶ月後で、それからしばらくはお金や労働問題

が続いた。時間の経過とともに、具体的かつ難し

い問題へと相談内容が変化していることがわかる。

これは阪神淡路大震災だけではなく、新潟県長岡

市で発生した地震、中越沖地震、そして東日本大

震災においても、ほぼ同様の類型が見られる。「入

管」、「労働」の問題は外国人に特化した問題だが、

「安否確認」や「住まい」などについては、日本人

も同様の問題を抱えている。熊本地震の際にも、相

談会を２回ほど実施した。

一度災害が発生すると、手元には毎分のように

新しい情報が寄せられる。災害現場や交通状況に

関する情報のように、リアルタイムで見聞きする

ことが必要な情報は、テレビ（映像）やラジオ（音声）

で繰り返し報道された。その一方で、停電や断水に

関する情報や、救急病院の情報など、耳で聞いた

だけでは忘れてしまうようなものもある。それら

の情報が紙に書いてあれば、今は症状がなくても、

後で体調が悪くなった時に読み起こすことができ

る。このように、取っておかなければならない情

報は文字で残す必要がある。報道機関の人たちは、

この点に気を配って、取捨選択をしながら報道を

行っていた。しかし、流れてくる情報は日本語だ

けである。昨年末に福島で大きな地震があった際、

NHK が津波情報を初めて多言語で放送した。しか

し、大多数は日本語だけで報道されているのが現

状であり、日本語がわからない人には情報が伝わっ

ていない。
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災害が発生すると。。。

毎日新しい情報が伝えられる
まいにちあたら じょうほう つた

交通情報

災害現場の状況
さいがいげんば じょうきょう

こうつうじょうほう

映像と音声
えいぞう おんせい

停電や断水などの情報

救 急 病 院 の 情 報

ていでん だんすい じょうほう

きゅうきゅうびょういん じょうほう 文字
も じ

さいがい はっせい

災害時に外国人が直面する壁が３つあると言わ

れている。１つ目は「ことばの壁」である。熊本

地震では、初めて「前震」という言葉が使われた。

一番初めに起きた揺れが「前震」で、その２日後に

起きたのが「本震」だった。その後に何回もの「余震」

が続いた。このような災害時特有の言葉はとても

わかりにくい。行政から発せられる「避難準備情

報」、「避難勧告」、「避難指示」といった言葉も同様

で、外国人にはまず伝わっていないと考えられる。

例えば、「勧告」という言葉を日本語教室で教わる

機会はなかなかないだろう。また、電車が事故や

大雪で止まっているという状況で、「今日は電車が

“ふつう”」です」と言っても、「不通」、「普通」、「ふ

つう」というように、それぞれに別の意味をイメー

ジしてしまう。日本語学習の最初の段階では、「不

通」という言葉は授業に出てこないので、学習者

にはその意味がわからない。彼らは「“ふつう”＝

いつもと何も変わらない、一緒である」と認識し

ている。そのため、「電車が止まっている」ことが

理解できない、あるいは、「急行電車が走っていな

いだけで、“ふつう”の電車は動いている。」と思う

人もいるだろう。同じように「結構です。」「いいで

す。」という表現にも、同様の難しさがある。２つ

目の壁は「制度の壁」である。「在留資格」や「手

続き」など、外国人特有のものであり、国の制度

が変わらないと解決するのが難しい。３つ目は「こ

ころの壁」で、日本人の側がその壁を高くしてい

ると言われている。外国人が避難所に来るのを拒

んだという悲しい事例が過去にあった。

災害時に外国人が直面するカベ

ことばの壁

制度の壁

こころの壁

災害時特有の

ことば

在留資格、

手続き･･･

壁の製作者

は日本人

かべ

せいど かべ

かべ

さいがいじとくゆう

ざいりゅうしかく

てつづ

かべ せいさくしゃ

にほんじん

さいがいじ がいこくじん ちょくめん かべ

 

これらの壁を取り除くために、様々な情報を外

国人に届けるにはどうしたら良いのか。闇雲になん

でも提供すれば良いというものでもない。提供すべ

き情報、提供するタイミング、提供の方法が大切で

ある。読み書きがあまり得意ではない方もいるの

で、口伝していった方が伝わりやすい場合もある。

情報の整理と提供情報の作成

提供すべき情報

提供するタイミング

提供の方法

じょうほう せい り ていきょうじょうほう さくせい

ていきょう じょうほう

ていきょう た い み ん ぐ

ていきょう ほうほう

外国人にも日本語が理解できる人とそうでない

人がいる。地域に住んでいる外国人は、スーパーや

避難所の場所など、地域の地理的な情報が大体わ

かっている。一時的に滞在している外国人は、留学

生や就学生、技能実習生といった人たちで、所属

する大学や企業とつながりがある。しかし、観光客

はいわゆる「通りすがり」の人たちで、その土地の

地理的な感覚は全く持っていない。そのような人た

ちにどうやって情報を提供したら良いのだろうか。

情報を伝えるにはどうする？

地域に住んでいる外国人

一時的に滞在している外国人

観光客

ちいき す がいこくじん

いち じ てき たいざい がいこくじん

かんこうきゃく

しょうほう つた
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そこで、在留資格別外国人数に着目したい。東

京都には約 48 万 3,000 人（2016 年）の外国人

がいる。「永住者」、「定住者」、「特別永住者」は日

本語が理解できる可能性が極めて高い人たちであ

る。「留学生」、「日本人の配偶者等」、「永住者の配

偶者等」は日本語が理解できる可能性があり、本人

が理解できなくても、日本人の配偶者に情報を伝え

れば本人にも情報が伝わる可能性がある。留学生

も多少は日本語を勉強しているので、情報が伝わ

るものと思われる。このようにして考えると、48

万 3,000 人いる外国人のうち、約 66％の人は日

本語が理解できる、あるいは理解できる可能性があ

る人たちであると言える。彼らが理解できる日本語

は、小学生でも理解できるような「やさしい日本語」

である。

在留資格別外国人数

都道府県 総 数教 授芸 術宗 教報 道
高度専門

職
１ 号 イ

高度専門
職

１ 号 ロ

高度専門
職

１ 号 ハ

高度専門
職

２ 号

経営・管
理

法 律 ・
会計業務

医 療研 究教 育
技術・人
文知識・
国際業務

企業内転
勤

全国総数
2,307,388 

7,666 449 4,359 233 544 2,011 90 43 20,117 147 1,340 
1,616 

10,772 154,021 15,966 

茨 城
56,153 181 

- 68 -
59 

13 
-

-
507 

-
3 371 

357 
2,047 313 

栃 木
35,924 17 

4 31 -
1 

5 
-

-
245 

-
4 8 

188 
1,625 422 

群 馬
48,320 17 

- 47 -
2 

4 
-

-
254 

-
5 3 

266 
2,044 114 

埼 玉
145,997 239 

20 147 4 
28 

125 
-

2 
1,969 

2 
113 200 

451 
11,351 608 

千 葉
128,660 345 

14 138 2 
26 

128 
-

2 
1,556 

3 
123 61 

388 
10,721 903 

東 京
483,538 1,907 

247 1,099 207 
106 

1,126 
79 

23 
8,642 

139 
214 376 

1,733 
59,067 5,957 

神 奈 川
186,233 366 

23 206 6 
44 

358 
5 

10 
1,536 

2 
167 232 

710 
17,155 2,386 

ざいりゅう し かくべつ がい こく じん すう

東 京
483,538 1,907 

247 1,099 207 
106 

1,126 
79 

23 
8,642 

139 
214 376 

1,733 
59,067 5,957 

都道府県 興 行技 能
技能実習
１ 号 イ

技能実習
１ 号 ロ

技能実習
２ 号 イ

技能実習
２ 号 ロ

文化活動留 学研 修家族滞在特定活動永 住 者
日本人の
配偶者等

永住者の
配偶者等

定 住 者
特別永住

者

全国総数
2,077 

38,600 5,060 91,796 3,078 110,959 2,813 257,739 1,617 140,245 41,578 713,604 
139,746 

29,900 164,880 344,322 

茨 城
10 846 

74 4,994 18 
5,996 

127 
3,823 

140 
3,016 

1,522 
18,249 4,183 

731 
6,088 2,417 

栃 木
6 372 

142 2,086 51 
2,220 

6 
2,790 

10 
1,498 

1,923 
13,581 2,571 

540 
4,062 1,516 

群 馬
15 528 

199 2,921 19 
2,921 

7 
1,832 

12 
1,828 

1,547 
19,602 3,469 

906 
8,132 1,626 

埼 玉
23 2,712 

108 4,232 45 
4,525 

93 
15,174 

41 
12,040 

3,364 
55,784 9,917 

2,759 
10,953 8,968 

千 葉
195 2,196 

101 4,855 11 
4,776 

86 
15,384 

40 
10,076 

2,207 
45,049 9,988 

2,125 
9,267 7,894 

東 京
445 13,449 

86 2,621 10 
2,520 

786 
92,806 

217 
48,504 

12,166 
130,762 26,835 

5,926 
20,532 44,951 

神 奈 川
142 3,724 

302 2,509 73 
2,675 

189 
14,126 

74 
15,353 

2,951 
73,499 12,927 

3,559 
12,800 18,124 

東 京
445 13,449 

86 2,621 10 
2,520 

786 
92,806 

217 
48,504 

12,166 
130,762 26,835 

5,926 
20,532 44,951 

しかし、東京の場合は、実際に住んでいる人口

よりも、外から入ってくる昼間人口の方が圧倒的に

多い。私たちは多言語支援センターを設置し、被

災地における外国人支援の拠点として、一元化し

てその支援活動を行なってきた。一般的な日常生

活に関する相談対応とは一線を画して運営し、災

害対策本部から発せられる情報を多言語で届ける

ことを中心に活動した。また、外国人が困ってい

ることを実際に拾い集めて、それに対応した情報

を提供することも大切であり、日本人と外国人の

間に情報伝達状況の乖離が生じないように努めた。

東京都の在留資格別外国人 法務省統計2016.12

都道府県 総数 教授 芸術 宗教 報道
高度専門職
１号イ

高度専門職
１号ロ

高度専門職
１号ハ

高度専門職
２号

経営・管理
法律・

会計業務

全国総数 2,307,388 7,666 449 4,359 233 544 2,011 90 43 20,117 147 

東京 483,538 1,907 247 1,099 207 106 1,126 79 23 8,642 139 

都道府県 医療 研究 教育
技術・人文知

識・
国際業務

企業内転勤 興行 技能
技能実習
１号イ

技能実習
１号ロ

技能実習
２号イ

技能実習
２号ロ

全国総数 1,340 1,616 10,772 154,021 15,966 2,077 38,600 5,060 91,796 3,078 110,959 

東京
214 

376 1,733 59,067 5,957 445 13,449 86 2,621 10 2,520 

都道府県 文化活動 留学 研修 家族滞在 特定活動 永住者
日本人の
配偶者等

永住者の
配偶者等

定住者 特別永住者

全国総数 2,813 257,739 1,617 140,245 41,578 713,604 139,746 29,900 164,880 344,322 

東京
786 

92,806 217 48,504 12,166 130,762 26,835 5,926 20,532 44,951 

日本語が理解できる人たち

日本語が理解できる可能性がある人たち

４８万３千人のうち

６６％の外国人は、

日本語が理解または

理解できる可能性がある

とうきょうと ざいりゅう し かく べつ がいこくじん

実際には、多言語による情報提供を、タイミング、

種類、方法を考慮しながら進めていった。ラジオ、

チラシ作成の他、ホームページや SNS（Facebook、

LINE 等）も活用した。大分県別府市の大学生が

LINE を使い、私たちの情報を留学生間で共有した

という事例も聞いている。SNS は手軽なツールで

あり、情報を一気に拡散する上ではとても有効な

手段である。しかし、一度拡散してしまうと、間違っ

た情報でも何でも広がってしまい、取り返しがつ

かなくなるため、情報の信ぴょう性には十分に注

意したい。

支援活動のもう一つの柱は、避難所の巡回であ

る。現場に行き、実際に避難している外国人と面会

することでニーズを把握し、必要な情報を提供して

いく。母国語で会話ができると大きな安心感が得

られる。そして、「言葉の通訳」だけではなく、宗

教観や生活習慣などの「文化的背景に関する通訳」

も大切である。

多言語支援センターのあり方

被災地における外国人支援活動の支援拠点

多言語による災害情報の提供を中心に、

日常の生活支援相談とは線を引く

①行政機関からの災害情報を、多言語に

翻訳して外国人に届ける

②避難所を巡回し、外国人の状況を把握。

ニーズを選別し、必要な情報を多言語化し

て外国人に届ける

た げん ご し えん せ ん た ー かた

機能

運営方針

役割

ひさいち がいこくじんしえんかつどう しえんきょてん

にちじょう せいかつしえんそうだん せん ひ

た げんご さいがいじょうほう ていきょう ちゅうしん

ぎょうせいきかん さいがいじょうほう たげんご

ほんやく がいこくじん とど

ひ なんじょ じゅんかい がいこくじん じょうきょう はあく

に ー ず せんべつ ひつよう じょうほう た げんご か

がいこくじん とど

言葉だけで情報が伝わらない時には、「ピクトグ

ラム」が有効だと言われている。文字だけでは意

味がわからなくても、絵が描かれると理解が進む。
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災害時の外国人支援って？

 多言語による情報提供

ＦＭコミュニティラジオ

情報ペーパー

HP・Facebook・Twitter

 避難所の巡回

定期巡回

ニーズの把握と情報提供

さいがい じ がいこくじん し えん

た げん ご じょうほうていきょう

えふえむ こ みゅ に てぃ ら じ お

じょうほう ぺー ぱー

ひなんじょ じゅんかい

に ー ず はあく じょうほうていきょう

てい き じゅんかい

安 心

文化通訳

あん しん

ぶん か つう やく

 

外国人とともに地域で暮らすには、様々なトラ

ブルも起きてくる。日本人が「常識」や「一般的」

だと思っていることは、世界では全然通用しない。

ただ「思っている」だけでは通じない。きちんと「伝

える」ことが大切だ。「災害は日常の増幅」と言わ

れている。そして、外国人にも支援者になっても

らう必要がある。

多言語での表示とピクトグラム
た げん ご ひょうじ ぴ く と ぐ ら む

banheiro 洗手间

nhà vệ sinh

화장실

หอ้งน้ํา
これは、何を意味する文字でしょうか？

なに いみ もじ

 

熊本地震における外国人の様子や状況について、

具体的に掘り下げて紹介していきたい。熊本は東京

から約 1,300 ㎞離れており、飛行機だと１時間半

くらいかかる場所にある。外国人数や総人口、経

済規模等、数字上の違いからもわかるとおり、熊

本と東京が置かれている状況は全く違うので、「外

国人」や「多文化共生」と言っても、それがその

まま当てはまるわけではない。熊本は、東京都の

区市町村それぞれのレベルと同じようにとらえて

いただけたらと思う。

熊本県 
熊本県 

土地面積7,409.32km2 
人口1,774,446人(平成28年11月） 
外国人数 10,859人(平成28年6月） 

技能自習生、永住者が多い 
中国、ベトナム、フィリピン 

45市町村 
 
 
紫色 ー 熊本市 

人口 733,536人 
外国人 4,721人 （平成29年2月） 
永住者、留学生、日本人の配偶者が多い 
中国、韓国、フィリピン 

 

法務省入国管理局ホームページより 

国際化市民フォーラムinTOKYO 

1300キロ 飛行機約1時間30分 

東京都 
面積 2,190.93km2 
人口 13,646,764人 
外国人数 483,538人  

2017/2/11 

熊本地震発生の状況 
 
 • 概要 

○前震 発生日時：平成28年4月14日（木） 21時26分  
規模：マグニチュード6.5 
熊本県内最大震度7（熊本市内震度６弱） 

○本震 発生日時：平成28年４月16日（土） 01時25分  
規模：マグニチュード7.3 
熊本県内最大震度7（熊本市内震度6強） 

○震度1以上の余震、4000回以上 （4149回、11月21日現在）  
（余震型、活断層型地震） 

 
• 熊本県内被害状況（ 月 日 熊本日日新聞より）

人的被害：死者数 人、関連死 人、
負傷者 人
家屋被害： 棟

• 最大避難人員 約 万人（４月 日 時頃時点）
  

2017/2/11 国際化市民フォーラムinTOKYO 

熊本地震では、震度７の前震の後に本震が来た

が、その後に 4,000 回以上の余震が続いたことが

大きな恐怖だった。首都圏直下型あるいは南海ト

ラフ地震の発生確率がこの 15 年間で 15％と言わ

れている中で、熊本で地震が起きる確率は 0.2%

程度と言われていた。地震発生前の昨年３月に外

パネリストによる報告

１．「熊本地震での外国人被災者の行動（課題の検証）」

八木　浩光 氏（一般財団法人熊本市国際交流振興事業団　事務局長）
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国人向けの防災訓練を実施し、「熊本は地震が来な

いから大丈夫だ」と話していた。その 15 日後に前

震が来た。今回の地震は活断層型だが、2,000 年

以降に地震活動がだんだん活発になっていく中で、

南海トラフや首都圏直下型よりも日本海側で起き

ている。いつどこで地震が起こるかわからない状

況下では、日頃の準備が大切だと今回の地震で強

く感じた。震災後すぐにヘルメットを買った。寝

るところにはスリッパを置き、すぐに逃げられる

ようにしている。

日本の活断層(東京大学出版会） 

（気象庁） 
参考  
熊本地震明治22年（１８８９） 
M6.3 

新潟県中越地震
2004 M6.8 

新潟県中越沖地震
2007 M6.8 

長野県北部地震
2011、14 M6.7 

能登半島地震 2007
M6.9  

鳥取県西部地
震 2000

M7.3 
福岡県西方沖地震

2006 M7.0 

国際化市民フォーラムinTOKYO 

鹿児島県北西部地震
1997 M6.6 

2017/2/11 

前震が発生した後、午前 1 時の避難所開設・運

営のために家を出た。次の日に帰宅した時には疲れ

ていたので、２階にある自分の部屋まで行かずに

１階で寝てしまった。この後に本震が発生したが、

「もしいつものように 2 階で寝ていたら、どうなっ

ていただろうか」と思うこともある。

震災から半年以上が経った今、熊本城の復旧は

まだ進んでいない。国際交流会館は熊本城の入口す

ぐのところある。まだ坂は閉鎖されているが、熊

本城の公園には石垣が一面に並べられていて、復

旧は確実に始まっている。

外国人被災者の多様な行動 
（生活者） 
• 生活者 

＊課題の想定：言語・文化の違い、 
地震を体験したことが少ない、ご近所での人間関係が希薄 

⇨ 避難所に行った外国人は少なかった。 
⇨ 公園や学校のグランドに避難し、夜を明かした。 
⇨ 留学生は県外へ移動、母国へ一時帰国した。 
⇨ 日本人の配偶者等、多く車中泊していた。 

 

2017/2/11 国際化市民フォーラムinTOKYO 

外国人の多様な行動様式  
（訪問者） 

• 訪問者  
• ＊課題の想定： 

言語・文化の違い、 
土地勘がない 

⇨ とにかく、熊本県外へ出たい。 
⇨ 生活者以上に、 

人、情報へのアクセスができない。 
 

2017/2/11 国際化市民フォーラムinTOKYO 

震災時に外国人たちが置かれた状況は、生活者

と訪問者でかなり違った。生活者にとっては、「言

葉・文化の違い」、「地震経験」、「希薄な近所づきあ

い」などが課題であったと考えられる。訪問者は

土地勘がなく、「どうしたらよいかわからない」と

いう状況にあった。本震の翌日、国際交流会館に

は 100 名を超える数の団体観光客が来た。彼らは

「とにかく熊本から出たい」と希望していたので、

私たちはタクシーを手配し、福岡や鹿児島までの

交通情報を提供した。

震災から半年が経ち、あらためて外国人に聞き

取り調査をした。熊本市には 50 〜 60 名のバン

グラデシュ人たちが生活している。主に熊本大学

の留学生とその家族であり、集住している。日常

生活では英語を使い、片言の日本語でなんとかなっ

ていた。前震発生後、彼らからすぐに電話がかかっ

てきて、「この地震は一体今後どうなるのか。どの

ように行動したらよいのか」と聞かれた。彼らはイ

ンターネットで取得した英語の情報を頼りにして

いたため、最新の情報を得られていなかった。私

たちはまず「安心してください」と伝え、彼らの

所在を確認し、近くの避難所を案内した。しかし

実際には、彼らは避難所に行かず、駐車場にいた。

避難所に行ったものの、日本語ばかりの情報と多く

の日本人で、ストレスに感じたようだ。本震の後す

ぐ、彼らは「もう永遠にバングラデシュに帰れない」

と思ったそうだ。国際交流会館に避難してきたが、

３日後ぐらいに JR が動き出し、すぐに移動して

いった。彼らの中には 14 日に生まれたばかりの男

の子もいた。彼らは大変な経験をしたが、日本人

が支援してくれたことにとても感謝していた。

フィリピン人は日本語による日常会話が可能で、
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日本人の配偶者がいる人も多い。しかし、避難所

で流れる速い日本語を聞き取れず、「給水」、「物資」

といった言葉に惑わされ、避難所生活にストレス

を感じていたようだ。結局、日本人の家族が仕事

で外出時はいる人たちを除いて、ほとんどの人た

ちは車中泊をしていた。

留学生集住地区で、インド人家庭２世帯のほか、

イラン人、中国人が住んでいるアパートがあった。

インド人のご主人は地震の怖さを知っていたので、

前震の後すぐに外に逃げたが、奥さんは部屋に留

まり、ベッドの上に座っていた。奥さんは、その揺

れが隣室の洗濯機の故障によるものだと勘違いし、

地震が起きたとは思っていなかったようだ。イラン

人は部屋から出て来なかった。心配して迎えに行っ

たところ、彼女は普通に生活をしていた。イランで

は爆撃が日常茶飯事のように起きているので、今回

の地震も特に怖いとは思わなかったそうだ。本震後

にはさすがに驚いたようで、大学の避難所に移動し

た。彼らにとって前震は本震から生き延びること

ができた教訓だったかもしれない。留学生は LINE

でやり取りをしているが、「天草に津波が来るかも

しれない」という情報が流れた時には、一時パニッ

クに陥ったようだ。一方、彼らは熊本大学の避難

所を自分たちで運営していた。

国際化市民フォーラムinTOKYO 2017/2/11 

外国人が実際に直面した状況を見て感じること

は、「つながりの大切さ」である。今後に向けて、

まずは同じ地域の中でつながりを作っていきたい。

地震が起きてから取り組むのではなく、様々な交流

活動を活用したい。日本語教室には、同じ地域の外

国人と日本人が交流できるような内容を取り入れ、

日本人が「やさしい日本語」を学ぶ取り組みも進め

たい。その一方で、離れた場所とのつながりを構

築することも大切だと思う。全国の都道府県の地

域国際化協会や多文化共生マネージャーとの連携

もその一つだ。そして、被災者と支援者をつなげ

るための「ボランティアコーディネーションの力」

がとても重要である。さて、地域内のつながりにお

いては、「外国人コミュニティといかにつながって

いくか」がポイントである。熊本にはイスラミック・

センター、フィリピン人会、留学生会等多数のコ

ミュニティがあり、その間を取り持っている人権団

体などもある。このような団体が日頃からつながっ

ていくことが大切である。震災から１年が経とうと

している今、震災の記憶が薄れ始めている。震災

や外国人コミュニティと市民のつながりについて、

振り返るための企画を実施したいと考えている。

今後に向けて（1） 
• 多文化共生の拠点 
⇨ 日本語教室 
⇨ やさしいにほんご 

 
• 多言語情報のDB 
⇨ 必要な情報を理解できる言葉で届 

ける。 
 
誰一人置き去りにしない社会を目指して.. 

 
国際化市民フォーラムinTOKYO 2017/2/11 

今後に向けて（2） 

• 熊本県外の多様な顔の見える関係づくり 
⇨九州地区の国際化協会との連携協力  
⇨多文化共生マネージャー間ネットワーク  
・現在、熊本3名(KIF1名）〜 増加.. 

• ボランティアコーディネーション力の強化 
⇨ 被災地、外国人と支援協力の各ニーズ 

をつなげる仕組み  

国際化市民フォーラムinTOKYO 2017/2/11 

今後に向けて（3） 
• 外国人コミュニティの活動： 
① 熊本イスラミックセンター 〜              

イスラム文化入門開催（1/21）             
日本人住民との交流 

② 熊本フィリピン人会 〜              
コミュニティメンバーへの防災セミナー 

③ 熊本大学留学生会＆KEEP 〜
KUMISAFest(1/28)、                              熊本地震
体験のブックレット発行予定 

④ コムスタカ 外国人と共に生きる会  
〜 熊本地震と外国人被災者に関する 
セミナー、メルマガ配信  

2017/2/11 国際化市民フォーラムinTOKYO 

＊④は民間団体 
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熊本地震における人員派遣の仕組み、地域国際

化協会間で結ばれている災害時の協定、各自治体

と地域国際化協会間で結ばれている協定について

説明していきたい。

１ 熊本地震 外国人支援について 平成 28 年 4 月 20 日 
 
 

災害支援 

熊本県・熊本市 
災害対策本部 

 

熊本県国際協会 
熊本市国際交流振興事業団 

九州地区地域国際化協会連絡協議

会幹事（北九州国際交流協会） 

地域国際化協会事務局 
（自治体国際化協会） 

その他九州地区会員 

多文化共生マネージャー 
 

多文化共生マネージャー

全国協議会 

① 災害対策基本的体制・フロー 

② 災害対策支援要請 

④ 災害対策支援依頼 
※九州地区のみの対応 
では困難な場合 

ⅰ．災害支援（委託） 

③ 災害支援 

他地域ブロック 
地域国際化協会連絡協議会  

⑤ 災害対策支援依頼 
 

(2) (1)に係る情報提供 

ⅱ．災害支援 

(3) 災害支援 
 

 

⑥ 災害支援 

・個々の判断のもと、
多文化共生マネージ
ャー全国協議会に対
し、支援を行う旨を連
絡。 

(1) 多文化共生マ
ネージャーに対
し、災害支援に関
する連絡の依頼 

熊本地震の外国人支援では、まず熊本県国際協

会と熊本市国際交流振興事業団から九州地区地域

国際化協会連絡協議会に災害支援要請があった。幹

事協会である北九州国際交流協会が他の国際化協

会と調整を行い、人員を派遣した。しかし、九州

地区の人員支援では人数が足りなかったので、全

国的な広域連携協定に基づき、その事務局となっ

ている自治体国際化協会（以下「クレア」とする）

に北九州国際交流協会から支援要請が入った。中

国・四国ブロックが九州地区の隣接地域となるた

め、幹事協会である岡山県国際交流協会と調整を

行い、高知県国際交流協会の職員が現地での支援

に向かった。

その一方で、熊本市国際交流振興事業団から多

文化共生マネージャー全国協議会が災害支援委託

を受けた。クレアが実施している 10 日間の研修

を全課程修了した人が「多文化共生マネージャー」

として認定され、その数は現在、全国で 400 名く

らいである。全国協議会からクレアに依頼が入り、

全国のマネージャーに対し、メーリングリストを

用いて、情報提供などの連絡を行った。支援可能

なマネージャーは、自主的な判断のもとで現地に

赴いた。

２ 災害時の協会の広域連携について 

災害時の協会の広域連携では、まず「地域ブロッ

ク内協定」が活用される。全国で６ブロックに分か

れており、東京都は関東ブロックに所属している。

今回の熊本地震では、九州ブロック内だけでは人

員が足りず、さらに広域的な連携協定を活用した。

茨城県常総市で発生した水害の際もこの仕組みが

活用され、関東ブロックに属する群馬県の協会（大

泉町など）から人員が派遣された。これらは、あ

くまでも地域国際化協会間における連携の仕組み

である。「地域国際化協会」は、基本的には、都道

府県と政令指定都市にある国際交流協会のことで

ある。自治体における災害対策は、自治体の災害

対策本部で行われるため、各協会と自治体間で個

別協定が結ばれている（東京の場合は、東京都国

際交流委員会と自治体）。この個別協定は地域防災

計画などで定められている場合もあるが、各自治

２．「災害時の外国人支援広域連携について」

若林　宣裕 氏（一般財団法人自治体国際化協会　多文化共生課長）
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体の判断に委ねられている。

（１） 災害時多言語支援センターの設置が規定されているか 
・設置が規定されている ３２／６２ 

 
（２） 災害時多言語支援センターの規定方法 
・地域防災計画 ２５ 
・協定 １９ 
（うち重複） １２ 

３ 災害時多言語支援センターの設置について 

（アンケート調査） 
１ 調査実施時期：平成２８年９月 
２ 調査対象：全地域国際化協会（６２協会） 
３ 回答率：１００％  

「災害時多言語支援センター」は特に法律等で設

置が決められているものではなく、自治体によっ

てその対応は異なっている。地域国際化協会を対

象にアンケート調査を行なったところ、地域防災

計画や協定において、「災害時多言語支援センター

の設置が規定されている」と答えた協会は、回答数

のうち約半分を超える数で、だんだんと増えてき

ている状況である。規定方法に関しては、地域防

災計画が 25 団体、協定が 19 団体となっている（う

ち重複してされているのは 12 団体）。東京都では、

地域防災計画の中でセンターの設置が定められて

いる。

４ 東京都地域防災計画 

東京都地域防災計画では、都の生活文化局によっ

て「外国人災害時情報センター」が都庁内に設置さ

れることになっている。東京都の災害対策本部か

ら情報を受け、災害時情報センターが区市町村に

情報を提供し、東京都防災（語学）ボランティア

の派遣を行うという仕組みが定められている。東

京都が他道府県と違っているのは、この計画の中

に地域国際化協会（東京都国際交流委員会）が入っ

ていないという点である。

５ 地域国際化協会と自治体との災害時の協定について 

（１）自治体との協定の有無 
 
・有り １９ 

 
・無し ４３ 

 
（２）自治体から協会への災害情報提供規定の有無 
 
・有り  １１ 

 
・無し  ７ 

 
・マニュアルで １ 

 
 

６ 地域国際化協会と自治体との災害時の協定について 

（３）災害時の多言語支援実施に係る経費の負担規定の有無 
 
・有り １６ 

 
・無し ３ 

 
（４）多言語支援に係る人員の確保の方法についての 

 規定の有無 
 
・有り ５ 

 
・無し １３ 

 
・マニュアルで １ 

協会と自治体間の協定内容に関する回答を見る

と、「災害対策本部が提供する情報を、多言語支援

センターを介して提供することになっている。」と

回答したのは 11 団体で、経費負担に関する規定が

存在しているのは 16 団体、人員確保の方法が定め

られているのは 5 団体であった。

７ 協会と自治体の協定例 （横浜市） 
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最後に、協会と自治体間の協定例として、横浜

市の事例を紹介したい。第２条に「外国人震災時情

報センターの実施要請」が定められており、具体的

には、パシフィコ横浜（横浜市国際交流協会の事務

所）にセンターが設置され、情報提供やボランティ

アの派遣、外国人からの相談対応等における業務

が想定されている。経費負担についても定められ

ており、横浜市と横浜市国際交流協会が協力して

多言語支援センターを運営していくことが決めら

れている。

普段は横浜市国際交流協会の職員として勤務し

ているが、今回の支援活動にはボランティアとし

て参加した。今日のフォーラムでは、現地で私自

身が具体的にどのような活動をし、何を感じてき

たのかをお話ししたいと思う。

横浜市は 370 万人都市で、外国人人口は 150

カ国・地域、約８万 6,000 人という状況にある。

集住地域と散住地域があり、災害時の協定が横浜

市と協会間で結ばれている。2011 年の東日本大

震災の際は、その協定に基づき、初めて「横浜市

外国人震災時情報センター」の設置運営を行った。

横浜市内の最大震度は５強で、被害状況自体はそ

れほど酷くなかったが、センターの閉鎖まで１年

間運営を行った。事前から訓練を実施していたが、

実際には初動の段階で思うように動けなかった。後

に職員間で行った振り返りでは、自分たちのやっ

たことへの問い直しが数多く挙がった。そのタイ

ミングで事業担当者になり、組織を挙げて災害時対

応の立て直しに取り組むことになった。高橋さん、

クレア、多文化共生マネージャーの皆様のお力を借

りながら業務を進めていたところで、今回の熊本地

震が発生した。クレアから来た支援要請の中には、

自分たちが取り組んできた「災害多言語支援セン

ター」での応援業務も含まれていたので、自身の

社会貢献休暇を利用して、ボランティアとして参

加することにした。

私が現地で活動したのは、4 月 28 日から 5 月

３日の間（災害多言語支援センターが開設されて

から 9 日目から 14 日目）であった。九州、中国・

四国地域の国際交流協会から派遣された職員の方

たちと、多文化共生マネージャーとして関東や関

西などから集まった方たちが、1 日 10 名程度の体

制でセンターでの活動を行なった。私が現地に行っ

た時には、既に避難所巡回は終了していた。4 月

30 日には熊本市国際交流振興事業団が避難所を閉

鎖し、その後の生活相談への対応業務が中心となる

時期であった。現地で驚いたことの一つは、地域の

外国人の居住状況について、事業団が既に細かく

把握していたことである。その情報がすぐに地図に

落とし込まれ、避難所巡回に活用できる状態になっ

ていた。

災害多言語支援センターで活動するにあたり、

メンバー間では、「多言語化して情報を届けること

により、外国人被災者の安心につなげることが活

動の目的である」と日頃から繰り返し確認してい

た。私たちの活動は、災害対策本部や公共機関など

の情報を翻訳し発信していく作業が中心であった。

センター自体は国際交流会館と同じ建物の中にあ

り、英語、中国語、韓国語への翻訳が行われていた。

やさしい日本語やその他の言語については、外部

の団体に翻訳を依頼していた。

配信情報は、外国人だけでなく日本人にも必要

となる「生活」に関する情報、災害時に特有の「手

３．「熊本地震災害多言語支援センターの活動に参加して」

藤井　美香 氏（公益財団法人横浜市国際交流協会　多文化共生課）
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続き」に関する情報、その他、翻訳や在留資格等に

関する外国人に必要な情報に分類された。翻訳作業

を細かく進めていく中、つまずいてしまう点がいろ

いろとあった。固有名詞の読み方や土地のことを

知らないとわからないことも多く、日本語原稿と

翻訳原稿の間を行き戻りしながら作業をしていた。

最初は訳すことだけに夢中になっていたが、次第に

フォントや体裁など、細かいルールづくりにも気を

配る必要が出てきた。作成された多言語情報はホー

ムページで公開されていた他、国際交流会館 1 階

にある掲示板にも貼られた。状況が落ち着いてく

ると、情報を言語別に整理して掲示、配布するよ

うにした。1 日に２回（午前・午後）、その時点で

翻訳が完成している原稿を事業団にメールで送り、

事業団がそれらを多言語化情報としてホームペー

ジにアップしていた。多言語化の作業工程は非常

に多く、皆が見られるように手書きの一覧表を活

用した。

実際の活動を通して感じたことが３つある。ま

ずは「外国人の状況とニーズ」について。研修で習

い、自分たちの訓練でも言っていた「被災者の中に

必ず外国人がいる」ということは本当だった。熊

本市の人口における外国人の占める割合は約 0.6%

だが、それでも「これだけ多くの外国人が被災し

た」という状況を自分の目で見たことが、何より

も印象に残っている。居住者、留学生、旅行者など、

それぞれに立場は異なるが、地震が起きれば皆同

じように被災する。日本語を話せるかどうか、地

域社会とのつながりの有無によって、被災後に置

かれる状況が変わってくることもわかった。外国

人自身が支援者になることも、彼らが参加した炊

き出し活動を通じて目の当たりにした。また、現

場の様子は事務所の中にいるだけではわからない。

自分たちがセンターを運営する際にも、「現場に出

て行って、どのように情報を収集するか」がとて

も大事だと感じた。今回は国際交流会館の中に避

難所や情報ボードが設置されていたので、外国人

がかなり集まってきていた。そういう面では、と

ても恵まれた環境であったと思う。

２つ目は「多言語対応の役割」について。「こと

ばの支援」をすることで、「自分のわかることばで

情報が得られることは、安心感につながる」と感

じた。翻訳をする中で、「それがどんなに良い情報

であっても、どのように届けたら良いのか」、「そ

の情報を本当に必要とする人に届くのか、どうやっ

たら届くのか」ということも考えさせられた。その

ような点においては、外国人コミュニティを通じ

て、日頃からの関係づくりから築かれる信頼に基づ

いた情報提供をする必要性を感じた。避難所で中

国語の通訳が必要になった時、一緒に避難所に同

行した。避難所の閉鎖について、たまたま親族訪

問で熊本に来ていた際に被災したという中国人に

伝えるのがその目的だった。彼らは日本語がわか

らなかったので、避難所では身振り手振りでコミュ

ニケーションを図っていたようだ。通訳者と中国語

で話した際、本人たちはとても嬉しかったようで、

避難所のスタッフたちは「こんなに笑った顔を見

たことがなかった」と言っていた。「ことばが通じ

ることが、安心感につながる」ということを感じ

させられたエピソードである。

最後に、「災害多言語支援センターの運営」につ

いて感じたことをお話ししたい。センターはいろい

ろな地域から集まった人たちによって運営されて

いた。毎日少しずつ人が入れ替わっていく中、業務

の引き継ぎと同時に、多言語化についても話し合

いをしながら運営のルールづくりを進めていった。

今では災害時の協定が各地域にあり、同様の訓練も

行われていることから、「災害多言語支援センター」

に対して、初めて会うメンバー同士でも、ある程

度共通した認識を持っていた。また、災害時対応

の経験者がいたことも非常に役に立った。センター

の運営や活動そのものは、毎日新しい情報が寄せら

れ、業務内容も日々変化していったが、1 日３回の

定例ミーティングで情報が共有され、全体の動きが

見えるようになっていたので、安心して活動に取り

組めた。大きい余震が何度かあり、その点に関して

は少し不安もあったが、毎日決められたスケジュー

ルの中で動いていたので、リズムのある生活を送

ることができ、ストレスも少なかった。
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１．熊本地震災害多言語支援センター
での活動

1

1-1熊本地震災害多言語支援センター
1-2多言語情報の配信

1-1 熊本地震災害多言語支援センター
主 体：⼀般財団法⼈熊本市国際交流振興事業団（KIF）
拠 点：熊本市国際交流会館
支援体制：・九州地区地域国際化協会連絡協議会（九州ブロックの地域国際化協会）

・NPO法⼈多文化共生マネージャー連絡協議会
・熊本県⽴⼤学、⼤阪⼤学など

運営支援者派遣期間：４月20⽇〜５月８⽇（19⽇間）
発表者の参加期間 ：４月28⽇~５月３⽇（9⽇目〜14⽇目）

2

4/20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 5/1 2 3 4 5 6 7 8

避難所巡回 生活相
談会

1-1 熊本地震災害多言語支援センター
熊本市国際交流振興事業団の災害支援活動（外国⼈被災者支援全般）

避難所運営

相談対応

避難所への
被災者訪問

生活相談会の開催

多言語情報発信

各団体との連絡調整
取材対応
その他

熊本地震災害多言語支援センター(地域サポートチーム）
国際交流会館内に活動拠点を設置

（初期の）
避難所巡回

情報収集
多言語情報
作成

会館掲示板
の管理

その他事業団
活動の応援
（通訳翻訳）

3

災害多言語支援センターとは

4

機能
被災地において関係機関が連携しながら外国⼈被災者のニーズに対応して、
多言語による災害情報の発信や避難所巡回を⾏う際の支援拠点

役割
①⾏政機関が発信する災害情報を、多言語に翻訳して外国⼈に届ける。
②避難所を巡回して、外国⼈の状況を把握。
ニーズを選別し、必要な情報を多言語化して外国⼈に届ける。

外国⼈被災者の
「安心」

各避難所での在住外国⼈被災者支援

5

４月20⽇〜４月25⽇に状況把握・巡回。
外国⼈避難者がいるかどうか、状況を把握。
避難所を巡回し、外国⼈の状況を把握。
ニーズを選別し、必要な情 報を多言語化して届ける。
避難所からの要請により、通訳などの支援。

【業務１】

1-2 多言語情報の配信

6

配信情報：災害対策本部提供情報、公共機関の情報など
言語：⽇本語 英語 中国語 韓国語

（やさしい⽇本語 その他言語も）

提供媒体：ＨＰ、facebook
熊本市役所イントラネット
国際交流会館、避難所への掲示等

【業務２】

配信情報の内容

7

生 活
交通
建物の危険度判定
地域災害ごみの収集
電気料⾦の支払期限延⻑と免除
学校の再開
健康保険証なしで受診できます
被災者生活支援⾦の支給
生活支援制度⼀覧

など

手続き
市営住宅の⼊居申請
市税申請・納付の期限延⻑
り災証明書
ボランティアの依頼

など

その他
スマートフォンでの音声翻訳

など

【業務２】

配信情報（ホームページ）

8

⽇本語 英 語

配信情報（ホームページ）

9

中国語 韓国語

配信情報（掲示版）

10
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情報多言語化の流れ１

11

1情報収集
2提供情報
決定

3翻訳 4納品 5公開

市災害対策本部情報
⾏政・報道など
市役所各課からの依
頼（国際課経由）
ＫＩＦからの依頼

配信番号、タイトル、
分類などの決定
⽇本語原稿作成
（ルビなし・ルビあ
り）

英語、中国語、韓国語

各言語２⼈体制
（ダブルチェック）

情報多言語化の流れ２

12

1情報収集
2提供情報
決定

3翻訳 4納品 5公開

メールで納品
（ＫＩＦ／市国際課へ）
⼀⽇２回
（12:00／17:00）

ＫＩＦ ⇒ホームページ／facebook等
熊本市国際課 ⇒熊本市役所イントラ
ネット掲載（⇒各避難所がアクセス）
多言語支援センター ⇒国際交流会館
掲示板

進行管理表

13

「１情報収集〜
４納品」までの
流れを⼀覧表に
して管理

２．活動から感じたこと

14

2-1外国⼈の状況とニーズ
2-2多言語対応の役割
2-3災害多言語支援センターの運営

2-1 外国⼈の状況とニーズ

被災者の中には外国⼈も必ずいる。⽴場はさまざま。
（居住者、留学生、技能実習生、旅⾏者）
⽇本語⼒、地域とつながっているかで、状況に差が
出る。
外国⼈が支援者になる。
現場の様子は、待っているだけでは分からない。

15

2-2 多言語対応の役割

「ことばの支援」は、安心感をもたらす。
必要な⼈にどうやって情報を届けるのか？
外国⼈コミュニティとのつながり、⽇頃からの信頼
関係が⼒を発揮する。

16

避難所でのエピソード（熊本市内中学校）
中国⼈⼀家。３世代で避難中。⽇本語がわからない。
避難所運営者「避難所閉鎖予定を伝えたい」と通訳依頼。

中国語でのやりとりをみた運営者の声
「笑った顔を、初めて⾒ました」

17

2-3 災害多言語支援センターの運営
初対面のメンバーとの協働作業では、「災害多言語支援センター」
に対する共通認識と、経験者の存在が役だった。
センター運営・活動についての情報が共有され、状況が把握しやす
かった。
リズムのある活動・生活で、ストレスが少なかった。
多言語化は作業工程が多い。コーディネーター役が重要。
運営には、総務的な業務が発生する。

18
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普段、私たちの団体では、国境を越えて避難し

て来た方たちの支援をしている。状況に応じて、国

内で避難者が発生した場合にも支援活動を行なう

ことがある。外国人も「壁」を取り除けば、支援者

として私たちと一緒に活動してくれる存在となる。

私からは、これまでに紹介された枠組みとは異な

り、外から支援に行った団体や NPO がどのような

動きを取ったのかをお話ししたい。

今回の私たちの活動は、熊本での情報収集から

スタートした。外国人支援団体のネットワークを

通じて情報が飛び交っていて、熊本市国際交流会

館が外国人支援の拠点となっていることや、情報

の多言語化の進捗状況についても情報を得ること

ができた。情報収集をしながら、後方からできる

支援も開始した。例えば、外国人避難者のなかで

DV 被害者が避難所にいることが分かった際、母子

を一時的に預かってくれる福岡の NPO 情報を提供

するなどした。その後、後方支援だけではわからな

いことがあるので現場にも足を運んだところ、日本

人が多く集まる避難所では、炊き出し活動などが

まだ軌道に乗っていない時期に、外国人避難者が

集まる国際交流会館では順調に炊き出しが行われ、

発災初期としては高いレベルの支援が行われてい

ることがわかった。情報の発信という点において

も、会館の１階には必要な情報が既に揃っていて、

多言語化された情報が印刷され時系列に並べられ

ていた。さらに、会館には日ごろのネットワークを

生かしハラル食品まで届いていた。熊本市国際交流

会館は受援力（支援を受ける／受け入れる力）や発

信力が高く、いろいろなところからの支援が集まっ

てきており、むしろ集まりすぎて混乱状態にあっ

たので、私たちはあえて後方での支援を行うこと

にした。その一環として、国際交流会館で実施され

ている相談会などの支援サービスや活動の情報を、

県域で広く必要な避難者や支援者に知らせるため、

支援者のミーティング（後述の JVOAD など）で

情報提供を行ったリ、会館でも活動していた「コム

スタカ−外国人と共に生きる会」という団体の活動

を関東でも知ってもらい寄付など資金源が集まる

ことで、現在の災害対応はもちろん、早期に本業復

旧できるよう講演会を東京で開催するなどもした。

支援活動を行う際には、「JVOAD（全国災害ボラ

ンティア支援団体ネットワーク）」を活用して情報

収集と情報共有を行った。東日本大震災などの時に

は、支援が重複していた地域と支援が全く届かな

かった地域があり、「情報共有と連携、支援調整が

なければ、支援の過不足が生まれ、必要な人に支援

が届かない」という反省があった。独自に動いて

いる支援団体もあれば、私たちのように何らかの

ネットワークに属している団体もある。また、ネッ

トワークに所属している場合でもそのネットワー

クが複数存在することから、それぞれのネットワー

クの所属団体が何をやっているのか、ネットワー

ク以外の団体にはわからない状況があった .

例えば、私たちの団体は「JPF（ジャパン・プ

ラットフォーム）」という、緊急時に支援活動を行

う NPO・NGO のネットワークに加盟していて、

所属しているネットワーク内では定期的に支援活

動についての情報共有ができていても、他のネット

ワークには共有できていないこともある。このよう

な背景などがあり、状況改善のために、支援者間

の連携の促進と支援調整を行っていくために発足

したのが JVOAD であった。今回の熊本の災害で

は、ネットワーク同士、支援活動に入る団体や支

援グループ同士が集まって情報共有／交換を行う

４.「熊本地震の支援現場から見えたこと」

鶴木　由美子 氏（認定 NPO 法人難民支援協会（JAR））
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「火の国会議」という場が JVOAD により設けられ

た。一部の地域には支援が集まるなかで、熊本県

宇城市にまだ支援が一つ入っていないということ

を JVOAD を通じて知ったため、その後の活動拠

点を宇城市に移すことにした。宇城市へ支援に入っ

た団体同士では、発災後初期はスペースが確保でき

ないので外で「青空会議」を行ったり、電話での情

報共有を行うなどして互いの支援の効果を高めら

れるように心がけた。避難所には協定に基づいて全

国の自治体から職員が派遣されていたが、（熊本市

などのように外国人への配慮が行き届いた避難所

がある一方で）避難所の多様性への配慮が十分でな

かったために、１週間後には外国人避難者がいな

くなってしまい、どこに行ったのかわからなくなっ

てしまったという地域もあった。避難所運営者に

話を聞くと、発災当初配給された食事の中には豚

肉が入っているものしかなく、ムスリムの避難者

たちが食べられるものがなかったことなどもその

一因になったのではないかとのことだった。

また、避難所の立ち上げ支援にも携わった。多

様性に配慮した支援は、外国人だけが対象ではな

い。私たちが携わった避難所には、高齢者、障害者、

リハビリ中の方々、乳幼児や子連れの方々もいた。

初期はかなり混乱していて、そのような状況から

避難所を再整備するという活動を行った。ダンボー

ルベッドを備えた介助が必要な方のスペース、介助

者のためのスペース、子連れの方向けの広いスペー

スなどが設けられ、避難所運営者と相談しながらそ

れぞれの生活導線の整理も行った。皆と同じスペー

スに避難する乳幼児のいるお母さんは、夜泣きなど

によるトラブルで肩身の狭い思いをしており、ま

た他の人のストレスの具合も鑑みて別室に専用の

スペースを設けた。自閉症の避難者や精神疾患を

持つ避難者のなかには、集団生活に身を置くとパ

ニックになってしまう方もいらしたので、本人と

そのご家族のために専用の部屋を用意した。他に

も、足腰の悪い方や車椅子の方向けに、和式トイ

レを洋式トイレに変更して設置したりするなどし、

排せつを失敗しないような環境づくりなど人の尊

厳の部分に関する配慮も実施した。
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パネルディスカッション

＜高橋氏＞

会場の皆さんからたくさんの質問をいただいた。

最終的なテーマは「災害時対応から見た、目指すべ

き多文化共生のあり方」なので、今回は「東京にお

ける多文化共生をどのように進めていくか」とい

う視点に絞って、質問への回答を進めていきたい。

まず、八木さんから、実際に支援を受けていた外

国人の事例をいくつか紹介していただきたい。

＜八木氏＞

外国人コミュニティについて、彼らが「支援を

受けた」というよりも、「支援する側」として活動

した事例を３つ紹介したい。

　まず、イスラムのコミュニティについて。彼

らの元には、日本全国のイスラミック・コミュニ

ティから様々な物資支援が届いていて、熊本県内の

様々な避難所に配給しようとしていた。ところが、

最初は「イスラム」ということで、かなり拒絶さ

れてしまった。国際化協会や警察と連携し、避難

所の人々にまずは安心してもらうことから、避難

所での物資提供が始まった。避難所は高台にあり、

高齢者の方が水を取りに来ていたが、持って帰る

のが非常に大変だった。イスラムの人たちがその

ことに気づき、次の日から、ペットボトルを直接、

家に配り歩く活動を始めた。

留学生は熊本大学の避難所を自ら運営していた。

その避難所には日本人の方もたくさん避難してい

た。彼らは避難所生活の中に大学のカリキュラムを

導入し、例えば、朝はゲームの時間、昼からは子

ども向けの英会話の時間にし、映画の試写会も企

画した。日本人は「避難所では静かにしなければ

ならない」と思いがちだが、その考え方を逆転させ、

少しでも元気付けたいと考えたようだ。

ある留学生たちは、「日本語の情報だけでは、地

震が起きた時に、自分たちがどうしたらよいのか

わからなかった」と言っていた。このような状況

は日本や熊本に限らず、今後世界中で起こる可

能性がある。彼らは「Kumamoto・Earthquake・

Experience・Project」（KEEP）を立ち上げ、経験

したことを英語にすべて翻訳し、世界に発信してい

こうとしている。3 月頃に 20 ページぐらいのブッ

クレットが発行される予定である。

今回の地震では、外国人は日本人以上に怖い思

いをしただろう。彼らは「日本人は私たちよりも財

もあるし家もある。でも、そんな日本人の人たちが

助けてくれたことに、心から感謝している」と言っ

ている。また、地震後には、近くにいる日本人が「大

丈夫？こんにちは」とあいさつしてくれるように

なり、とても嬉しかったそうだ。地震は不幸なこ

とではあったが、今後に向けた大きな価値、感謝

すべきこともあったように思う。

＜高橋氏＞

今回、ムスリムの人たちの活動が大きく取り上

げられた。食事の面ではハラル食材が提供された

が、祈祷室（プレイヤールーム）の設置状況はど

うだったのか。

＜八木氏＞

国際交流会館の中には、日頃からプレイヤールー

ムが設置されている。避難所中にも継続して設置

されていた。彼らがストレスを感じないように、

ハラルの食事だけではなく、彼ら自身が炊き出し

や調理を行えるようなスペースも提供した。また、

ムスリムの方の中には小さなお子さんを連れてい

る人も多い。アルコール類を含まないティッシュ

を用意したり、子どもがいる方向けの特別なスペー

スを設けたりするなどの配慮もした。
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災害に対する事前の準備として、特別なことは

何も行なっていなかった。今回私たちを助けてく

れたのは、日頃のつながりによる部分が大きいと

思う。

＜高橋氏＞

ハラルミールを提供していた団体についてはど

うだったか。

＜八木氏＞

リッチモンドホテルグループは、普段から航空

会社の機内食向けにハラルフードを提供していて、

これを冷凍したものを 400 食提供していただい

た。軽井沢にある会社からはジャムを提供してい

ただいた。また、全国にいるムスリムの方たちが、

カレーやカップ麺などを送ってくれた。彼らの仲

間が彼らを助けていた。被災している人たちは、外

の人たちから声をかけられるだけで勇気づけられ

ていたようだ。

＜高橋氏＞

普段から熊本に住んでいる人は、国際交流会館

の存在を知っていただろう。観光客などの通りす

がりの被災者に対しては、何か特別に周知活動を

したのか。

＜八木氏＞

国際交流会館は街中にあり、近隣にはホテルが

たくさん立地している。ホテルには、国際交流会

館が避難所になっていて、多言語での案内を行なっ

ていることを周知した。リッチモンドホテルから

のハラルフード提供も、そこからつながっていっ

たのだと思う。また、ホームページとメールによ

る情報発信も行なった。

＜高橋氏＞

多言語支援センターに関して、立ち上げの時点

から最終的にどのくらいの人数が携わったのか。立

ち上げに至るまでの経緯についてもお聞きしたい。

＜八木氏＞

4 月 14 日に前震があった時は、市内ではそう

大きな地震だとは感じられなかった。留学生の中に

は普段どおりに生活している人もいた。翌日、多文

化共生マネージャー全国協議会の高橋さんから連

絡をもらったが、支援者派遣の話はお断りし、次の

日から国際交流会館の平常運営を再開しようと考

えていた。ところが、次に尋常ではない大きな本

震がやってきた。私たちは避難所運営だけで手いっ

ぱいの状況になり、本来やらなければならない各避

難所の状況確認や外国人の安否確認と情報提供が

できないとわかり、本震翌日から協力要請が始まっ

た。地域国際化協会の九州ブロックの幹事である

北九州国際交流協会と多文化共生マネージャー全

国協議会と話し合いを始めたが、どのくらい派遣

人数が必要なのかは、大きな地震を初めて経験す

る私たちにもわからなかった。結局６名ぐらい必

要であるということになり、調整が始まった。国

際交流協会にはそんなに多くの人がいるわけでは

ないので、実際にどれくらいの人数が支援に集まっ

てくれるのかはわからなかった。そのため、多文

化共生マネージャーにも並行して支援を依頼した。

具体的に状況が動き出したのが 20 日（発災から 4

日後）で、最初に３名の支援者が集まった。それ

から 4 月 30 日までの間、多い時には 15 名くら

いの方が来てくれた。自分たちの業務を置いて全

国から駆けつけてくれたことは、本当にありがた

いことだと思っている。私たちも他の地域で何か

が起きれば、駆けつけたいと考えている。

＜高橋氏＞

被災地ではないところから人員を派遣するのが、

先ほど若林さんがお話しした仕組みの部分である。

行政としてやらなければならない部分の仕組みは

ある程度整えられつつあると思う。しかし、支援

者を送り出す側は通常どおりの業務を行なってい

るわけで、人員が減ることから感じる負担感も大

きい。東日本大震災からの復興においても、他自

治体から職員が10〜20人単位で派遣されている。

派遣元の自治体はそれだけ人員が減った中で業務

をこなさなければならず、そういった苦労につい
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ても考えなければならない。

次に、鶴木さんに、外国人支援団体のネットワー

クや支援者どうしの情報提供の場について、もう

少し詳しくお話を伺いたい。また、次の世代を担

う子どもたちに対して、どのような支援や教育が

必要なのかをお聞きしたい。

＜鶴木氏＞

今回私が一番参考にしていたのは、「移住連（移

住者と連帯するネットワーク）」というネットワー

クである。全国からたくさんの外国人支援団体が

集まっていて、九州の団体も数多く所属している。

自身が被災した団体もあり、最新情報や支援状況を

継続的に発信してくれた。メーリングリストを活用

した情報交換も行われていた。主要な言語につい

ては、多言語支援センターでしっかり対応できて

いたが、少数の方々が使う言語の場合は、センター

ですぐに翻訳対応ができなかったため、ネットワー

クに加盟している各団体の中で、その言語で対応

できる団体が対応するなどした。

様々な NGO/NPO には外国人支援団体同士の

ネットワークも重要だが、それ以外の団体とのネッ

トワークもかなり有用であった。「JANIC」という

NGO 同士のネットワークがある。基本的には国際

協力を得意としている団体のネットワークなので、

外国人支援や海外からの支援に関しての情報を得

ることができる。先ほどご紹介した「JPF」のネッ

トワークには、緊急時の支援が得意な団体が集まっ

ているので、緊急支援で協力できる活動について

情報交換が行われていた。他にも「震災がつなぐ

全国ネットワーク」に加盟する団体から聞いた情

報を活用することもあった。普段は福祉系の支援

活動を行なっているので、シェルター支援、DV 被

害者支援、ホームレス支援など様々な団体ともつ

ながりがある。災害時には住居の問題も多く出て

くるので、シェルター支援団体とのネットワーク

が役立ったり、普段ホームレス支援を行なってい

る団体からは「ローラー作戦で地域を歩くという

（普段、居住する場所を持たない方への支援を得意

としている団体ならではの）方法で把握した情報」

を教えていただいたりした。私たちが宇城市の支援

に入ることができたのは初期だけだったため、他

のいろいろな団体に（支援を）引き継ぐ必要があっ

た。例えば、入浴などの衛生面における支援では、

「JEN」という NGO が移動式の入浴活動をしてい

たため、（互いが所属する JPF のネットワークを

通じて）支援に来ていただいたり、避難所で提供

されるのが非常食ばかりなので温かい食べ物を食

べたいという避難者の声に応えるために（JVOAD

の支援調整機能を通じて）「パルシステム」に炊き

出し活動を行なっていただいたり、（社会福祉協議

会などの）運営支援が足りない部分においては、「震

災がつなぐ全国ネットワーク」に加盟する団体に

支援に入っていただいたり、大きなテントなど資

機材の調達に関しては、（JVOAD の支援調整機能

を通じて「WFP（国連世界食糧計画）」協力してい

ただいたりするなどした。

＜高橋氏＞

大きな支援活動を行うにあたり、「情報の共有」

は極めて重要な位置を占める。会場から「JVOAD

について知っていたか」という質問が寄せられて

いる。私は今日初めて JVOAD のことを知った。

＜八木氏＞

熊本地震から 2 日目頃、JVOAD の方が「会議

に出席してほしい」と国際交流会館にお見えになっ

たが、残念ながら参加することができなかった。鶴

木さんなど、会議に出席した方が私たちのところに

来て、私たちの情報をその会議で発信してくれた。

主体となって支援活動をしている時に、外の会議

に行く時間は全くなかった。
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＜高橋氏＞

JVOAD について、鶴木さんに解説をお願いし

たい。

＜鶴木氏＞

八木さんがおっしゃったとおり、初期の段階で

は、被災地域内の団体は自らが被災していること

もあり、復旧で大変忙しく、JVOAD の会議にほ

とんど出席できなかった。少なくとも外から入っ

て来ている支援者や団体が支援状況の共有を行な

うことで外部からの支援調整をしたり、被災地域

内の団体の状況や活動を聞き取り代わり会議で共

有することで現状を把握していた。この会議は地

域の団体も含めて今も熊本で続いている。

JVOAD は、所属するネットワークの枠組みを

越えて連携促進と支援調整を行うことを目的とし

て発足した。特に大規模災害が起きると、地域に

よって支援の状況に偏り（過不足）が出てきてしま

う。また、支援のマッチングを行うには、全体の状

況が見えている必要がある。そのような反省から、

「それぞれのネットワーク同士が集まり、各支援団

体・グループの活動に関する情報を共有すること

で、より効率よく支援活動ができるのではないか」

という議論に至った。NPO/NGO だけでなく、全

国的な組織にもネットワークに加わっていただけ

るように働きかけた。本格的に活動が動き始めた

のは、昨年度に起きた常総市の水害や熊本地震の

時だったので、まだ皆さんに知られていない部分

も多い。今後はそのような場があることをお伝え

していきたいと思う。

＜高橋氏＞

ボランティアを構成し、取りまとめる団体とし

て、自治体が唯一認めているのが社会福祉協議会で

ある。法律でも定められていることなので、一義的

に言えば、社会福祉協議会を通さなければならな

い仕組みになっている。平常時から各支援団体と

直接つながりを持つのは非常に難しいことである。

社会福祉協議会が各団体との連携に日常的に取り

組むことが、今後目指すべき方向であると言える。

多様性のある社会が構築されていく中で、その役

割は非常に大きなウエイトを占めることになるだ

ろう。

藤井さんにもいくつか質問が寄せられている。

横浜市は非常に人口が多く、外国人も多く居住し

ている。避難所の運営方法や、地域住民と外国人

のスムーズなコミュニケーションづくりについて、

普段からいろいろな取り組みをされているが、日常

的なコミュニティの存在や、コミュニティとつなが

るためのヒントなどを教えていただきたい。また、

「交流」からさらにその先に発展させるためのアド

バイスをいただきたい。

＜藤井氏＞

横浜市には区が１８あり、感覚としては「県」

レベルのような感じである。地域レベルで、具体

的な区の、具体的な個人とつながることには、難

しさを感じている。地域には「国際交流ラウンジ」

という区の交流拠点がある。私たちの組織では、区

役所からの委託を受け、集住３区でラウンジ運営

を行なっている。区域レベルでの活動をしている

部分については、地域とのつながりがあると言え

る。お祭りを開催する時は、地域の外国人団体の

人たちに実行委員会に関わってもらう。日常的な、

地道な積み重ねが大切だと思う。

外国人住民が全人口の 10％を超えている区があ

る。数年前、区役者の総務課から「今年度は外国人

住民の防災体制を整える取り組みを」という話が

あり、一緒にいろいろな拠点（教会、インターナショ

ナルスクール）を回った。また、東日本大震災の

直後には、インドネシア人のコミュニティから「訓

練をやりたい」という話もあったので、積極的に外

に出かけていき、防災訓練の大切さを感じた。しか

し、そういった取り組みを継続的に実施し、「防災」

だけをテーマにしてつながっていくのは難しい。

＜高橋氏＞

各コミュニティの日常的な活動の中に入ってい

かないと、継続的な活動は難しいということであ

る。熊本では、そのあたりの状況はどのようになっ

ているか。
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＜八木氏＞

熊本には外国人のコミュニティがたくさんあり、

イスラムのコミュニティ、フィリピン人コミュニ

ティなど、彼らの話をよく聞くことは、これまでに

も取り組んできた。熊本地震後には、日本人にも聞

き取り調査を行った。「外国の方との交流をしたい、

話しかけていきたい」と思っていても、外国人を見

た時に「英語で話さなければならない」と思った

途端に、思考が止まってしまうようだ。熊本市では、

200 人に１〜２人くらいは外国人である。少ない

外国人に働きかけるよりも、１９８人の日本人に働

きかけていきたいと考えている。外国の方の状況を

知らせるとともに、「彼らにどのような言葉で話し

かけたらスムーズに事が進むのか」ということにつ

いて語りかけていくような事業をやっていきたい。

そのための事業の一つが日本語教室である。日本

語教師が来て教えるのではなく、地域の日本人と、

そこに住んでいる外国人が、夏祭りや公的施設（図

書館、子ども教室など）の使い方について、おしゃ

べりをするような教室が必要だと感じている。外

国人のために特別に避難訓練を実施するのではな

く、日本人向けの避難訓練に外国人にも入っても

らうような仕組みづくりと、その訓練にリアリティ

を持たせることが大事だと思う。熊本地震が起きる

前は、事前に作られたシナリオどおりの防災訓練

を行っていた。「切羽詰まった状況の中でどのよう

に動いていかなくてはならないか」という事が非

常に大事である。少ない外国人を置き去りにしな

いような社会を作るための訓練が必要になる。今、

そのための計画を立てているところである。

＜高橋氏＞

「２人の外国人より１９８人の日本人を」という

発想は、これからの取り組みを進める上で非常に

良い切り口だと思う。

また、今回の支援活動における、多言語で情報

を発信する際の言葉遣いに関する質問も来ている。

敬語や婉曲表現はどのように扱われたのか。現場

で実際に翻訳作業に携わった方に聞いてみたい。

＜山浦氏（荒川区国際交流協会）＞

なるべく直訳しないように、中国の人が見てわ

かるような翻訳を心がけた。

＜高橋氏＞

災害情報は非常に難しい言葉が使われている。

災害対策本部は命令口調の情報を発信している。時

間に余裕がある時には、原稿をまず「やさしい日

本語」に直してから、多言語への翻訳作業に回し

ていた。

また、災害時における外国人への対応について

は、実際の被害を想定した訓練や研修がいろいろ

な市町村で盛んに行われている。多文化共生マネー

ジャーが現場の経験を生かしながら、各地で訓練を

実施している。外国人対応の底上げは「訓練」と

しては進んでいる。実際の災害時に役立つように

訓練を実施している。

若林さんから、神奈川県横浜市の災害時協定を紹

介してもらった。その他の情報はお持ちだろうか。

＜若林氏＞

災害時多言語情報センターの設置状況について

は、アンケート調査を通じて全国から情報を収集し

た。個別の事例について関心をお持ちの場合には、

ご相談いただければ紹介したいと思う。

＜高橋氏＞

神奈川県大和市でも多言語支援センターの設置

協定が結ばれている。訓練などは実施されている

か。

＜小西氏（公益財団法人大和市国際化協会）＞

訓練を実施している。協定では、協会が災害時

多言語支援センターの立ち上げ、市が発信する情報

の提供、避難所巡回を行うことが定められている。



-23-

安否確認は市が中心になって行う。

＜高橋氏＞

避難所巡回の時にあまり目立ち過ぎてしまうの

は良くない。実際に、「なぜ外国人ばかりを支援す

るのか」という声も寄せられている。人知れず大人

しく巡回する中で、外国人の方から声をかけても

らえるようにして巡回した記憶がある。熊本地震

における避難所巡回はどのような感じだったのか。

＜八木氏＞

やっかみは聞かなかったが、外国人避難者と日

本人避難者の間で仲違いのようなことは多く起き

ていた。「外国の方がうるさい」と言う人もいた。

しかし、彼らが話していることの意味がわからない

からうるさく感じられたのではないかと思う。ま

た、外国の方がそこにいるだけで、そのことを管理

者に話をする人もいたようだ。私たちが避難所を巡

回した時は、まず避難所の管理運営者にきちんと

筋を通した上で「避難所巡回に参りました。こち

らの避難所で特にトラブルはありませんか」と確

認した。トラブルがあるということであれば、一

緒に静かに避難所の中に入っていった。そのよう

な配慮が必要ではないかと思う。

＜藤井氏＞

今回初めて実際の避難所に行った。どんな気持

ちで避難所に入ったらよいのかすごく戸惑った。横

浜市は市域が非常に広く、避難所が約 460 箇所設

置されることになっていることもあり、避難所巡回

は想定していない。しかし、実際に現場に行かない

と情報が収集できないのではないかと思う。また、

ボランティアさんには徒歩でいける近隣の避難所

にそのまま行ってもらうことを想定していた。国

際交流協会の職員や、運営者とつながれる立場の

人の同行なしに、ボランティアさんが単独で避難

所に行くことは、果たして可能なのだろうか。そ

ういう意味において、災害時の体制を考え直した

方が良いのではないかと思った。

また、熊本の支援現場では「日本人向けの情報

もあまり掲示されていない避難所に、外国人向けの

多言語情報をたくさん持って行って掲示板に貼っ

てもよいのか」という戸惑いもあったと聞いた。結

局、持参した多言語情報をそのまま持ち帰ってき

たケースもあったようだ。

＜高橋氏＞

熊本では、避難所に掲示板がないところもたく

さんあった。一つの方策として、日本語と外国語

が１枚の紙に一緒に記載されているものを掲示し

てはどうだろうか。それは外国人のためだけでは

なく、日本人のための情報にもなる。

外国人を集約するような「二次避難所」の考え

方については、福祉避難所とは異なり、状況があ

まり進んでいない。熊本の場合は、外国人がたま

たま国際交流会館に多く避難してきたので、国際

交流会館が外国人の避難所として見られていたよ

うな気がする。

＜八木氏＞

熊本市国際交流会館は指定避難所ではないが、

「外国人のための一時的な避難所」として、市の防

災計画で規定されている。私たちが避難所を開設

した時には、外国人のための避難対応施設として

開設した。日本人の方が避難してきた時にも受け

入れていた。

「外国人のための避難所が必要なのかどうか」と

いう点については、熊本市でもまだ検討課題であ

る。避難所が必要と言っても、「一体いくつ必要な

のか」という議論になる。外国の方もきちんと入れ

る避難所対応をすべての避難所で行うことが理想

である。ただし、そのような場合にも、どうしても

漏れてしまう外国人が出てくるだろう。どこかで

ランドマーク的に「ここなら外国語対応ができて

いる」という施設がやはり必要ではないだろうか。

何かあったらそこに連絡してくることが可能にな

り、外国人だけでなく、メディアや大使館・領事館、

国内外からの問い合わせにも対応できる。

＜高橋氏＞

長岡地震、柏崎地震、そして熊本地震に関しては、

避難所として指定されているか否かにに関わらず、
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外国人が国際交流協会に集まってきていた。普段自

分が接しているところに安心を求めてやって来る。

熊本地震の時、大分県別府市で外国人が一番多く

集まった場所は、駅前の警察署だったそうだ。建て

替えられたばかりで、建物がきれいで、電気が煌々

とついていたことがポイントだったようだ。

＜参加者＞

レポートには、外国人がほとんど避難所に行か

なかったと書かれていた。避難所は情報が一番正

確なところである。どうしたら外国人が避難所に

行くようになるのか。

＜八木氏＞

まず、避難所に行かない原因を取り除くことが

大切である。外国の場合は、避難所になる単位が

学校区ではなく、教会やモスクであることが多い。

そのため、避難所ではなく教会などに行った外国人

もいたのではないかと思われる。実際に避難所に

行っても、日本語の情報しかないことに、逆にス

トレスを感じてしまったようだ。日本語がわかる

人も、非常に速い日本語の放送がストレスになり、

避難所から出て行ってしまった。

日頃からの地域づくりの中に外国の方も入れて

いくことが一番の方法だと思う。地域の中の外国

人と日本人が一緒に支え合えるような社会づくり

をやっていくべきである。それを私たちは日本語

教室と位置づけて、進めていこうとしている。

＜藤井氏＞

阪神淡路大震災を経験したペルーの女性の話が

印象に残っている。彼女は、自分が被災した時は

日本語が全然わからない状態だった。「津波」とい

う言葉だけが入ってきて、すごく恐怖を感じてい

た時に、全く言葉の通じない年配の日本人女性が、

「避難所に一緒に行きましょう」と言って彼女の手

を引っ張って行ったそうだ。八木さんのおっしゃっ

たように、地域で支え合っていくことはとても大切

だと思う。周りにいる外国の人が避難できているの

かどうかを確認し、「一緒に避難所に行きましょう」

と言えるかどうか。そういう状況を少しでも作れ

るように、私たちは働きかけて行きたいと思う。

＜参加者＞

災害時協定は協会に対して「避難所に行きなさ

い」と言っている。しかし、避難所に外国人が来

なければ、その協定は意味がないものになってし

まう。

＜高橋氏＞

ボランティア派遣の協定は各地で結ばれていて、

ボランティアが避難所や災害多言語支援センター

に行くように定められている。全員は来なくとも、

誰か一人でも来る可能性があるのであれば、対応

する準備はしておくべきだと思う。

日頃からのつながりが大切だという話だったが、

どうしても「災害が起きた時にやる」という対処

療法的なものに日本ではなりがちである。予防的

な「防災」、「減災」といった視点がこれから求めら

れてくるだろう。そのためには、日本語教室、カ

ルチャー的な活動、交流事業など、普段の活動を

通じて取り組んでいく必要がある。

＜参加者＞

私立学校で教員をしている。乳幼児と妊産婦を

受け入れる母子避難所という協定を区と結んでい

る。東京の最大の問題は人口の多さだと思ってい

る。受け入れる側として考えてみると、「とにかく

来ないでください」ということになる。乳幼児と

妊産婦を受け入れるのは、発災後から 2 日くらい、

区から要請が来てからということになっている。区

民が押しかけてくると非常に迷惑だ。しかし、近

隣の方からは、「お年寄りだけでも受け入れてくれ

ないか」という声も寄せられている。外国の方に
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も在宅避難をすすめていただきたい。在宅で過ご

す際の指導は行われているのか。この視点を是非

いれて考えていただきたい。生徒に何を伝えたら

良いかも教えていただきたい。

＜高橋氏＞

在宅避難は「自助」の部分でしなければならない。

東日本大震災の後、帰宅困難者が多数出たことを反

省して、「とにかく家に帰るのではなく、そのまま

安全な場所にいましょう」という流れに大きく変

わった。23区内のように昼間人口が多い地域では、

昼間に発災すると、地理的感覚がほとんどない人々

が皆避難所に行かざるを得なくなる。夜間に発災

すれば、自宅で避難ということもある。これは発

災する時間によってどうしようもない部分である。

避難所に来ないで欲しいという気持ちもわかるが、

受け入れざるを得なくなるし、逆に避難所に指定

されていない場所にも人が集まって来ることが想

定される。当然ながら全人口をカバーできるわけ

ではないので、ほぼ関係のないところに人が集まっ

てくるのが現実である。

＜八木氏＞

熊本でも、弱者の方向けに特別な避難所がいく

つか設けられていた。今の質問にあったような課題

もあった。最も被害の大きかった益城町では、他に

どこもいくところがなく、一般の避難者が福祉避

難所にも避難して来た。本来受け入れなくてはな

らない人たちが、十分な対応を受けられず、逆に

自宅に帰ってしまった。このことは今後も検討し

ていかなければならない。皆が支え合う中で、福

祉避難所に一般の方が行ったとしても、そういっ

た方が避難して来た時には、きちんと交代して出

ていくなどの対応を検討する必要がある。これこ

そ行政がやるべき部分ではないかと思う。

＜高橋氏＞

おっしゃるとおりである。実際、その部分を手

当てしているがために、外国人の支援まで手が回

らないという自治体もあるだろう。その部分につ

いては、ボランティアの皆さんの力に頼らざるを

得ないだろう。私も災害時支援に行く時は、全て

ボランティア休暇を取得して、ボランティアとし

て活動をしている。

最後に、多文化共生という視点から、東京の特

性を生かすために、自分が持っているスキルの中

で提供できるものがあれば教えていただきたい。

＜鶴木氏＞

とにかく準備が一番大切であると考える。自分

たちだけで必死に頑張るというのではなく、周囲の

能力向上もまた重要だと思う。「多文化」は外国人

に限らず、いろいろな多文化や多様性がある。い

かに普段からその多様性に配慮した支援や避難所

づくり、防災の計画ができるかによって、発災後

の対応がかなり変わってくると実感している。

＜藤井氏＞

今日は横浜にも持ち帰れそうなことが２つあっ

た。１つ目は「ネットワーク」について。国際交

流協会のネットワークがすごく機能することがわ

かっただけでなく、違う分野で活動している人た

ちとのネットワークづくりも大事だと感じた。２

つ目は、八木さんのおっしゃっていた「日本語教

室の活用」について。横浜には 110 ほど日本語教
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室がある。日常のつながりづくりの拠点として日

本語教室を活用していきたいと思っている。

＜若林氏＞

熊本市の今回の事例は、かなり上手くいった事

例だと思う。熊本市は政令市なのでこのような支援

を行うことができたが、政令市ではないところで

も同じようなことができるのかは課題である。東

京都にも政令市がないので、それと同じような立

場にあると思う。区市町村が外国人住民にどこま

で対応できるのか、そして、それをどのように都

が支援するのかを事前によく調整しておくことが、

熊本市並みの支援を実施する上では重要になる。

＜八木氏＞

今後やらなくてはならないことが２つある。１

つ目は「悪いこともきちんと伝えて、それを良い方

に変えて行く」ことである。熊本のことを「よく

できた」と言われることがあるが、いろいろな歴

史を振り返ると、良いことばかりがどんどん伝え

られているような風潮があるように思う。100 年

以上前にも熊本で地震があったが、その時のこと

は今に伝わっていない。

２つ目は、「誰も取り残さないような社会をそれ

ぞれがつくっていく」ことである。グローバル化は

もう止められない段階にあると思う。「○○ファー

スト」という言葉をよく耳にするが、逆に、一人

も取りこぼさない社会を作る中で、その社会が豊

かになり、経済的にも豊かになるのではないか。

＜高橋氏＞

東京都は人がいっぱいいる。人材も豊富である。

自分ができることを発信するだけで、自然とネッ

トワークができてくると思う。誰かが来るのを待っ

ていては、ネットワークはできない。自ら発信し

ないことには、情報は集まってこない。皆さんが

抱えている問題はいろいろあるとは思うが、皆さ

んができることを是非発信してほしい。その受け

皿となるのが東京都国際交流委員会であり、地元

の国際交流協会や役所である。背伸びする必要は

ないので、自分ができることを発信することから

始めていただきたい。
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平成 28 年度国際化市民フォーラム in TOKYO  

アンケート結果 

「熊本地震に学ぶ多文化共生とは？」 

平成 29 年 2 月 11 日（土） 東京ウィメンズプラザ 視聴覚室 

  参加者 56 名  アンケート回収 41 名  回収率 73％ 

回答者内訳： 

 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代

男性 22 名 0 1 1 5 3 10 3 0 
女性 17 名 0 0 4 5 4 3 1 0 
不明  2 名         
 
  
≪満足度≫ 
大変満足   （18 名） 
満足     （18 名） 
満足できなかった（1 名） 
どちらでもない （4 名） 
 
 
 
 
 
≪主な感想≫ 
 鶴木さんのお話で違う視点から支援を考えるようになった。八木さんの話でリーダー

シップの取り方について学んだ。 
 熊本現地の話、包括的な後方支援の話、他の自治体の話など盛りだくさんの話が聞け

て良かった。 
 JVOAD(全国災害ボランティア支援団体ネットワーク)について知っていただけて良か

った。今後、行政との連携が進めばと願う。 
 しくみ（制度）と現場、両方の話を聞けた。現場に関わった方も、被災当事者、協会、

NGO と色々な立場の方の話が聞けてよかった。 
 登壇者全ての方のお話が参考になった。 
 災害時の支援体制がどのような関係性の中でとられているかがよくわかった。ネット
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ワーク etc、これから取り組むべきことが見えてきた。 
 防災、減災に関しては日々新しい考え方、手法が生まれるので常に最新の情報に触れ

ておきたいと思っている。八木さんの話がよかった。 
 それぞれの方が体験なさった話だったので、とても分かりやすく有意義なフォーラム

だった。また、質問用紙があったので、もう少し詳しく聞きたいことなど要望も伝え

られたのでよかった。その要望に対しても丁寧に答えていただき大満足だ。 
 災害復旧を通じた多文化コミュニケーションの実態や課題が現場感覚で共有された。

充実したフォーラムに参加でき感謝している。 
 大変勉強になった。今日の内容を持ち帰りしっかりと共有したい。 
 発表者の方が現場で受け持たれた部分の話が分かりやすかった。災害時での対応は日

頃からのつながりが大切であると改めて感じた。話の中でも指摘があったが、行政と

NPO,NGO、民間企業が連携しやすい環境になると良いと思った。それぞれの得意なこ

とを持ち合うことでとても大きな力になるに違いないので、その連携がやりにくい環

境にあることはもったいないと思った。八木さんが最後に言われていた「誰も取り残

さない社会をそれぞれが作っていく。」という言葉が印象的だった。 
 実際に現場で活動された様々な立場の人々からの話を具体的に聞くことができ満足だ。 
 外国人の災害について、支援の団体があることを知ることができた。 
 多文化、多言語の支援について理解が深まった。 
 小さな町の中で外国人対応に関して、行政にどのように動いてもらい、最低限度のシ

ステム作りを進めてもらうために多くの参考事例を知る良い機会となった。 
 勉強になった。初めて聞くポイントがあった。 
 災害時の外国人支援の具体的事例や課題、外国人被災者の状況を知ることができた。

支援に携われた方々の生の声を聞く貴重な機会となった。 
 パネリストの方々がそれぞれの分野ですばらしい活動をされているのがわかり感動し

た。言語だけの支援では難しい部分があり、外国人の習慣や背景など理解しなくては

など勉強になった。 
 品川区の防災課に所属しており、防災訓練は実施されているが外国人の参加は一切な

い。防災訓練にしても地域のお年寄りばかりで青年や中高生の参加はなく、この偏っ

た状況をどうすべきか、本日のフォーラムは大変参考になる。 
 現場での初動の混乱から組織連携の見直し、改変の時系列の動きをもっと具体的に多

く聞きたい。後方支援のあり方について今後のために事前に準備できることは何かを

もっと知りたいと思った。 
 現場の空気が現実感をもって伝わってきた。「外国の方に情報を伝える」事に力を注ぎ

安心してもらう事で、彼らが支援者側に回るエネルギーも生まれてくるのだと感じた。 
 熊本地震で外国人支援が行われたことは知っていたが、支援体制、組織、情報提供の

仕組みの詳細がよくわかった。外国人支援のみの支援体制までは想像がつくが、鶴木
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さんの話に合った全体を俯瞰するネットワークの存在は全く知らなかった。しかし、

災害の規模が大きくなるほどそのネットワークの調整が難しくなるのではないか。 
 八木さんの話がよかった。日常の多文化交流でのつながりが大事。 
 今後の取り組みに当たり参考になった。多くの課題が見つかったので、検討していき

たいと思う。 
 現実の問題点がよくわかった。 
 具体的な話が沢山聞けて良かった。 
 地域交流の実態を知ることができた。 
 熊本地震の際の事例に加えて、災害時の対応に関する取り決め等包括的に外国人支援

について知ることができた。ただ、パネリストの方の報告がかけあしだったので物足

りなさがあった。 
 熊本地震の際の状況が分かった。普段からの共生づくりの大切さを感じた。観光客に

対することをもう少し学びたかった。ただ、これからの課題であるということなので 
自分も考えたいと思う。 

 情報の多言語化、伝達方法などのあり方、外国人によって日本にいる理由もそれぞれ

であること、自治体との協定の必要性、避難所での区画整理をする意義など参考にな

った。 
 災害時の外国人の為のメンタルヘルスケアとサイコロシカル・ファーストエイド（PFA）

の支援について聞きたかった。 
 

Q3 分科会に関すること以外（運営方法、その他））でご意見等がありましたら、どのよう

なことでも結構ですので、ご自由にお書きください。 
 とても参考になった。国連のシンポジウムに参加してこのイベントを知った。学校に

もチラシや情報を送っていただけると良いと思った。 
 関係者参加の多い会になってきたという印象である。本当にごく普通の都民が楽に参

加して、多文化共生を楽しく学べる（認識できる）会につないでいくのが、都民意識

啓発につながると思う。 
 こちらから外国人を支援していくだけでなく、避難所の運営の方や、地域の方々に簡

単に外国人とコミュニケーションをとれる方法を提供してくことができればと思う。 
 分科会形式よりも一つの目的テーマに集中して考えたり勉強したりすることができる

ので良いと思った。もう少しお一人お一人の時間が長いと良いと思った。 
 日頃の活動が災害時に役立つことにつながると思う。そうした日頃の備えについても

知りたいと思う。 
 発表時間をもう少し長く取ってほしい。東京都の検討が結局なかったのが残念だった。 
 外国人と避難所について自分の交流協会ももっと研究が必要と感じた。 
 優しい日本語の普及について公的な取り組みを作っていく必要があると感じた。学校
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